
収入のポイント
地方交付税
　新型コロナウイルス感染症対策など、
国の補正予算による事業の財源を措置す
るため、地方交付税が追加交付されたこ
となどにより、前年度に比べ６.９億円
（12.０㌫）の増

●市税…市民税、固定資産税、軽自動車税などの市の税金　●地方交付税…人口や市税収入
などに応じて国から交付されたお金　●国・道支出金…特定の事業に対し国や北海道から交
付されたお金　●市債…国や銀行から借り入れたお金

用語
解説

用語
解説

市債
　登別市情報発信拠点施設整備事業費の
増などにより、前年度に比べ０.５億円
（３.１㌫）の増

国・道支出金
　特別定額給付金給付事業費補助金の減
などにより、前年度に比べ38.１億円
（34.８㌫）の減

支出のポイント
民生費
　特別定額給付金給付事業費の減などに
より、前年度に比べ36.３億円（28.４
㌫）の減

●総務費…市の全般的な管理などの経費や戸籍、統計業務などに使ったお金　●民生費…高
齢者や子どもなどの福祉のために使ったお金　●土木費…道路や市営住宅などの整備や維持
に使ったお金　●教育費…児童・生徒の教育、学校・保健体育施設の整備や運営などに使っ
たお金　●公債費…借金を返済するために使ったお金　●給与費…職員に給料や手当などを
支払ったお金　●衛生費…健康増進や疾病予防、環境保全などに使ったお金

その他
　その他のうち衛生費において、新型コ
ロナウイルスワクチン接種の実施などに
より、前年度に比べ３.８億円（27.１㌫）
の増

教育費
　小・中学校耐震化改修事業費の減など
により、前年度に比べ６.０億円（40.８
㌫）の減

収入額は、前年度に比べ32.5億円の減

支出額は、前年度に比べ33.4億円の減

248.7
億円

240.1
億円

市税
49.0億円
19.7㌫

地方交付税
64.3億円
25.9㌫

国･道支出金
71.1億円
28.6㌫

市債
17.1億円
6.8㌫

総務費
25.8億円
10.7㌫

民生費
91.2億円
38.0㌫

土木費
25.9億円
10.8㌫

教育費
8.7億円
3.6㌫

公債費
23.6億円
9.9㌫

給与費
33.9億円
14.1㌫

その他
31.0億円
12.9㌫

その他
47.2億円
19.0㌫
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8.6億円の黒字
単年度では7.0億円の黒字を確保

　令
和
３
年
度
の
収
入
は
248
・
7
億
円
、
支
出
は
240
・
1
億
円
で
、
収
入

と
支
出
の
差
し
引
き
は
8.6
億
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　前
年
度
か
ら
の
繰
越
金
な
ど
を
差
し
引
い
た
、
令
和
３
年
度
の
単
年
度

の
収
支
は
1
億
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　さ
ら
に
、
令
和
３
年
度
に
は
、
市
の
貯
金
で
あ
る
財
政
調
整
基
金
に
６

億
円
を
積
み
立
て
た
た
め
、
実
質
的
な
令
和
３
年
度
の
単
年
度
の
収
支
は

７
億
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　な
お
、
実
質
的
収
支
に
は
反
映
さ
れ
ま
せ
ん
が
、
財
政
調
整
基
金
６
億

円
の
ほ
か
に
、
北
海
道
市
町
村
備
荒
資
金
組
合
に
超
過
納
付
金
を
1.5
億
円

積
み
立
て
し
て
い
ま
す
。

　
令
和
３
年
度
の
市
の
予
算
は
、

令
和
４
年
３
月
31
日
で
会
計
年
度

を
終
了
し
、
未
払
金
や
未
収
金
を

整
理
す
る
５
月
31
日
ま
で
の
期
間

を
も
っ
て
、
全
て
の
支
払
い
や
収

入
を
終
え
ま
し
た
。

　
今
後
、
市
議
会
で
、
さ
ま
ざ
ま

な
角
度
か
ら
審
査
さ
れ
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。
　

　
今
月
号
で
は
、
皆
さ
ん
の
税
金

が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
か
な
ど
、

令
和
３
年
度
決
算
に
つ
い
て
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

※

グ
ラ
フ
や
表
の
数
字
は
、
単
位

未
満
を
四
捨
五
入
し
て
い
る
た

め
、
合
計
値
な
ど
が
一
致
し
な

い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

　
財
政
グ
ル
ー
プ
（
☎
85
１
３
３
１
）

　
水
道
グ
ル
ー
プ
・
簡
易
水
道
グ
ル
ー
プ

　
　
　
　
　
　
　 

（
☎
85
５
５
０
１
）

　
下
水
道
グ
ル
ー
プ

                 

　  

（
☎
85
９
０
５
２
）

一
般
会
計

一
般
会
計
の
収
入
に
つ
い
て

一
般
会
計
の
支
出
に
つ
い
て

　市
税
や
地
方
交
付
税
な
ど
を
財
源
に
、

福
祉
や
教
育
な
ど
市
の
基
本
的
な
事
業

を
行
う
た
め
の
会
計

令和３年度
登別市の決算状況

支出

（億円）

収入

250.0

245.0

240.0

235.0

230.0

前年度繰越金
など
7.6億円

実質的な収支…7.0億円

 単年度収支…1.0億円

備荒資金組合
超過納付金　　　　
積立…1.5億円

 財政調整
基金積立金
…6.0億円

収支…8.6億円
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付されたお金　●市債…国や銀行から借り入れたお金
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増などにより、前年度に比べ０.５億円
（３.１㌫）の増

国・道支出金
　特別定額給付金給付事業費補助金の減
などにより、前年度に比べ38.１億円
（34.８㌫）の減
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民生費
　特別定額給付金給付事業費の減などに
より、前年度に比べ36.３億円（28.４
㌫）の減
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支出額は、前年度に比べ33.4億円の減

248.7
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で
の
期
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、
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３
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１
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会
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会
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の
収
入
に
つ
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て
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般
会
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の
支
出
に
つ
い
て

　市
税
や
地
方
交
付
税
な
ど
を
財
源
に
、

福
祉
や
教
育
な
ど
市
の
基
本
的
な
事
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を
行
う
た
め
の
会
計

令和３年度
登別市の決算状況

支出

（億円）

収入

250.0

245.0

240.0

235.0

230.0

前年度繰越金
など
7.6億円

実質的な収支…7.0億円

 単年度収支…1.0億円

備荒資金組合
超過納付金　　　　
積立…1.5億円

 財政調整
基金積立金
…6.0億円

収支…8.6億円



歳　入 58.6億円 3.5億円 39.7億円 1.0億円 8.5億円

歳　出 54.1億円 3.5億円 38.2億円 1.0億円 8.5億円

収　支 4.5億円 0.0億円 1.5億円 0.0億円 0.0億円

市債残高の推移

一般会計 特別会計（学校給食事業）

250

240

230

220

210

200

（億円）

基金残高の推移

財政調整基金 減債基金の一部
北海道市町村備荒資金組合超過納付金

項　　　目 金　　額
収益的収入

9億7,160万円
9億3,815万円
3,958万円
13万円

10億1,131万円
営業収益
(内給水収益)
営業外収益
特別利益

収益的支出

純利益

7億5,959万円
5,998万円

1万円

8億1,958万円

1億9,173万円

営業費用
営業外費用
特別損失

項　　　目 金　　額
資本的収入

5億   880万円
2,985万円

1億1,122万円

6億4,987万円
企業債
負担金
補助金

資本的支出

不足額

7億5,716万円
3億3,616万円

10億9,332万円

4億4,345万円

建設改良費
企業債償還金

収
益
的
収
支

項　　　目 金　　額
収益的収入

1,355万円
1,468万円

0万円

2,823万円
営業収益
営業外収益
特別利益

収益的支出

純損失

3,535万円
218万円
1万円

3,754万円

931万円

営業費用
営業外費用
特別損失

項　　　目 金　　額
資本的収入

0万円
527万円

527万円
企業債
補助金

資本的支出

不足額

37万円
847万円

884万円

357万円

建設改良費
企業債償還金

資
本
的
収
支

資
本
的
収
支

収
益
的
収
支

国民健康保険
特別会計

学校給食事業
特別会計

介護保険
特別会計

カルルス温泉
スキー場

事業特別会計

後期高齢者
医療
特別会計
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給水人口
給水戸数
年間給水量

142人
119戸

83,372立方㍍

給水人口
給水戸数
年間給水量

45,047人
21,580戸

3,709,673立方㍍

企業債の残高（令和４年３月31日現在）

企業債の残高（令和４年３月31日現在）

（給水人口１人当たり…10万780円） 45 億 3,984 万円

1億 8,607 万円

市
の
借
金
の
状
況

水道事業会計

簡易水道事業会計

市
の
貯
金
の
状
況

特
別
会
計

　保
険
料
や
使
用
料
を
財
源
に
、

国
民
健
康
保
険
や
介
護
保
険
、

学
校
給
食
事
業
な
ど
、
特
定
の

事
業
を
行
う
た
め
の
会
計

市債残高及び返済額は前年度に比べ減少

自由に使うことができる基金は、
前年度末に比べ7.5億円増加

　市
は
、
特
定
の
事
業
に
使
用
し
た
り
、
財
源
の
調
整
を
図
る
た
め
、

基
金
（
預
金
）
の
積
み
立
て
を
し
て
い
ま
す
。

　こ
の
う
ち
、
市
の
台
所
事
情
が
苦
し
い
と
き
な
ど
に
自
由
に
使
う
こ

と
が
で
き
る
基
金
な
ど
と
し
て
、
財
政
調
整
基
金
、
減
債
基
金
の
一
部
、

北
海
道
市
町
村
備
荒
資
金
組
合
超
過
納
付
金
の
３
種
類
が
あ
り
ま
す
。

　こ
れ
ら
の
令
和
３
年
度
末
残
高
は
、
合
計
で
17
・
3
億
円
と
な
り
、

前
年
度
末
の
残
高
に
比
べ
て
7.5
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

　一
時
期
の
残
高
が
著
し
く
少
な
い
状
況
か
ら
は
脱
し
た
も
の
の
、
今

後
の
大
型
事
業
の
計
画
や
人
口
減
少
な
ど
を
踏
ま
え
、
将
来
に
わ
た
り

安
定
的
な
財
政
運
営
を
図
る
た
め
、
基
金
残
高
の
確
保
に
努
め
ま
す
。

　市
は
、
道
路
や
公
共
施
設
な
ど
、
将
来
に
わ
た
っ
て
利

用
さ
れ
る
大
規
模
な
施
設
を
整
備
す
る
と
き
に
、
国
や
銀

行
か
ら
長
期
間
で
返
済
す
る
資
金
を
借
り
入
れ
て
お
り
、

こ
れ
ら
市
の
借
金
を
市
債
と
い
い
ま
す
。

　市
の
市
債
残
高
は
昨
年
度
に
比
べ
5.3
億
円
減
少
し
、
返

済
額
（
公
債
費
）
は
昨
年
度
に
比
べ
0.4
億
円
減
少
し
ま
し

た
。　な

お
、
一
般
会
計
に
お
け
る
返
済
額
（
公
債
費
）
は

23
・
6
億
円
と
な
り
、
支
出
全
体
に
占
め
る
割
合
は
9.9
㌫

で
、
前
年
度
比
で
0.4
億
円
減
少
し
ま
し
た
。

　水道事業は、市民の皆さんの生活に必要不可欠な水を安
全に、かつ安定的に供給することを目的に市が一つの企業と
して運営しています。
　事業は、原則、水道料金収入だけで必要な経費を賄う独
立採算制で経営を行っています。
　水道水を作り、家庭などに届けるための費用と水道料金
収入などの収支を表す収益的収支は、1億9,173万円の黒字
となりました。
　黒字になった分は、国などからの借入金の今後の元金償
還に備えるための減債積立金に9,587万円、配水管の更新な
どの施設整備に備えるため建設改良積立金に9,586万円を積
み立てる予定です。
　浄水場や配水池、配水管などの整備を行うための支出
と、その財源である企業債収入などの収支を表す資本的収
支は、４億4,345万円の不足となりました。
　不足額は、減価償却費などの内部留保資金（損益勘定留
保資金）などで補てんしました。
　この結果、令和３年度の純利益は、1億9,173万円を確保
できましたが、給水人口の減少に伴う年間給水量の減少傾
向は今後も続くものと見込まれます。このような現状に加
え、登別温泉浄水場の更新事業などの大口の建設投資が必
要となるため、厳しい経営状況が依然として続くものと思わ
れますが、支出の削減や未収金の解消など、経営努力を行
い、経営健全化に努めます。

　主に農業活動などを支えるライフラインとして重要な役割
を担っている簡易水道事業。北海道や市の営農用水事業を
経て、平成８年度からは簡易水道事業としての経営認可を
受けて事業運営を行い、平成31年４月１日からは市が経営
する企業として運営しています。
　簡易水道料金などの収入と簡易水道施設の運転や維持管
理などにかかる費用と簡易水道料金収入などとの収支を表
す収益的収支は、931万円の赤字となりました。
　施設の新設や改良、企業債の償還元金などにかかる支出
と、その財源である企業債収入などとの収支を表す資本的
収支は、357万円の不足となり、不足額は、減価償却費など
の内部留保資金（損益勘定留保資金）などで補てんしました。
　今後も、経営状況を的確に把握した上で、徹底した経営
の効率化や施設管理の見直しを進め、経営健全化への取り
組みを一層推進するとともに、投資額の合理化を最大限に
行うなどの計画的な経営に努めます。 0
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歳　入 58.6億円 3.5億円 39.7億円 1.0億円 8.5億円

歳　出 54.1億円 3.5億円 38.2億円 1.0億円 8.5億円

収　支 4.5億円 0.0億円 1.5億円 0.0億円 0.0億円

市債残高の推移

一般会計 特別会計（学校給食事業）

250

240

230

220

210

200

（億円）

基金残高の推移

財政調整基金 減債基金の一部
北海道市町村備荒資金組合超過納付金

項　　　目 金　　額
収益的収入

9億7,160万円
9億3,815万円
3,958万円
13万円

10億1,131万円
営業収益
(内給水収益)
営業外収益
特別利益

収益的支出

純利益

7億5,959万円
5,998万円

1万円

8億1,958万円

1億9,173万円

営業費用
営業外費用
特別損失

項　　　目 金　　額
資本的収入

5億   880万円
2,985万円

1億1,122万円

6億4,987万円
企業債
負担金
補助金

資本的支出

不足額

7億5,716万円
3億3,616万円

10億9,332万円

4億4,345万円

建設改良費
企業債償還金

収
益
的
収
支

項　　　目 金　　額
収益的収入

1,355万円
1,468万円

0万円

2,823万円
営業収益
営業外収益
特別利益

収益的支出

純損失

3,535万円
218万円
1万円

3,754万円

931万円

営業費用
営業外費用
特別損失

項　　　目 金　　額
資本的収入

0万円
527万円

527万円
企業債
補助金

資本的支出

不足額

37万円
847万円

884万円

357万円

建設改良費
企業債償還金

資
本
的
収
支

資
本
的
収
支

収
益
的
収
支

国民健康保険
特別会計

学校給食事業
特別会計

介護保険
特別会計

カルルス温泉
スキー場

事業特別会計

後期高齢者
医療
特別会計
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給水人口
給水戸数
年間給水量

142人
119戸

83,372立方㍍

給水人口
給水戸数
年間給水量

45,047人
21,580戸

3,709,673立方㍍

企業債の残高（令和４年３月31日現在）

企業債の残高（令和４年３月31日現在）

（給水人口１人当たり…10万780円） 45 億 3,984 万円

1億 8,607 万円

市
の
借
金
の
状
況

水道事業会計

簡易水道事業会計

市
の
貯
金
の
状
況

特
別
会
計

　保
険
料
や
使
用
料
を
財
源
に
、

国
民
健
康
保
険
や
介
護
保
険
、

学
校
給
食
事
業
な
ど
、
特
定
の

事
業
を
行
う
た
め
の
会
計

市債残高及び返済額は前年度に比べ減少

自由に使うことができる基金は、
前年度末に比べ7.5億円増加

　市
は
、
特
定
の
事
業
に
使
用
し
た
り
、
財
源
の
調
整
を
図
る
た
め
、

基
金
（
預
金
）
の
積
み
立
て
を
し
て
い
ま
す
。

　こ
の
う
ち
、
市
の
台
所
事
情
が
苦
し
い
と
き
な
ど
に
自
由
に
使
う
こ

と
が
で
き
る
基
金
な
ど
と
し
て
、
財
政
調
整
基
金
、
減
債
基
金
の
一
部
、

北
海
道
市
町
村
備
荒
資
金
組
合
超
過
納
付
金
の
３
種
類
が
あ
り
ま
す
。

　こ
れ
ら
の
令
和
３
年
度
末
残
高
は
、
合
計
で
17
・
3
億
円
と
な
り
、

前
年
度
末
の
残
高
に
比
べ
て
7.5
億
円
増
加
し
ま
し
た
。

　一
時
期
の
残
高
が
著
し
く
少
な
い
状
況
か
ら
は
脱
し
た
も
の
の
、
今

後
の
大
型
事
業
の
計
画
や
人
口
減
少
な
ど
を
踏
ま
え
、
将
来
に
わ
た
り

安
定
的
な
財
政
運
営
を
図
る
た
め
、
基
金
残
高
の
確
保
に
努
め
ま
す
。

　市
は
、
道
路
や
公
共
施
設
な
ど
、
将
来
に
わ
た
っ
て
利

用
さ
れ
る
大
規
模
な
施
設
を
整
備
す
る
と
き
に
、
国
や
銀

行
か
ら
長
期
間
で
返
済
す
る
資
金
を
借
り
入
れ
て
お
り
、

こ
れ
ら
市
の
借
金
を
市
債
と
い
い
ま
す
。

　市
の
市
債
残
高
は
昨
年
度
に
比
べ
5.3
億
円
減
少
し
、
返

済
額
（
公
債
費
）
は
昨
年
度
に
比
べ
0.4
億
円
減
少
し
ま
し

た
。　な

お
、
一
般
会
計
に
お
け
る
返
済
額
（
公
債
費
）
は

23
・
6
億
円
と
な
り
、
支
出
全
体
に
占
め
る
割
合
は
9.9
㌫

で
、
前
年
度
比
で
0.4
億
円
減
少
し
ま
し
た
。

　水道事業は、市民の皆さんの生活に必要不可欠な水を安
全に、かつ安定的に供給することを目的に市が一つの企業と
して運営しています。
　事業は、原則、水道料金収入だけで必要な経費を賄う独
立採算制で経営を行っています。
　水道水を作り、家庭などに届けるための費用と水道料金
収入などの収支を表す収益的収支は、1億9,173万円の黒字
となりました。
　黒字になった分は、国などからの借入金の今後の元金償
還に備えるための減債積立金に9,587万円、配水管の更新な
どの施設整備に備えるため建設改良積立金に9,586万円を積
み立てる予定です。
　浄水場や配水池、配水管などの整備を行うための支出
と、その財源である企業債収入などの収支を表す資本的収
支は、４億4,345万円の不足となりました。
　不足額は、減価償却費などの内部留保資金（損益勘定留
保資金）などで補てんしました。
　この結果、令和３年度の純利益は、1億9,173万円を確保
できましたが、給水人口の減少に伴う年間給水量の減少傾
向は今後も続くものと見込まれます。このような現状に加
え、登別温泉浄水場の更新事業などの大口の建設投資が必
要となるため、厳しい経営状況が依然として続くものと思わ
れますが、支出の削減や未収金の解消など、経営努力を行
い、経営健全化に努めます。

　主に農業活動などを支えるライフラインとして重要な役割
を担っている簡易水道事業。北海道や市の営農用水事業を
経て、平成８年度からは簡易水道事業としての経営認可を
受けて事業運営を行い、平成31年４月１日からは市が経営
する企業として運営しています。
　簡易水道料金などの収入と簡易水道施設の運転や維持管
理などにかかる費用と簡易水道料金収入などとの収支を表
す収益的収支は、931万円の赤字となりました。
　施設の新設や改良、企業債の償還元金などにかかる支出
と、その財源である企業債収入などとの収支を表す資本的
収支は、357万円の不足となり、不足額は、減価償却費など
の内部留保資金（損益勘定留保資金）などで補てんしました。
　今後も、経営状況を的確に把握した上で、徹底した経営
の効率化や施設管理の見直しを進め、経営健全化への取り
組みを一層推進するとともに、投資額の合理化を最大限に
行うなどの計画的な経営に努めます。 0
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策
な
ど
の
さ
ら
な
る
支
出
が
見
込
ま
れ
る
こ
と

と
な
り
、
結
果
と
し
て
財
政
状
況
が
悪
化
す
る

こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
そ
う
し
た
中
に
あ
っ
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
が

必
要
と
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的
に
提
供
し
な

が
ら
、
必
要
性
の
高
い
事
業
に
順
次
取
り
組
ん

で
い
く
た
め
、
事
業
の
効
率
性
を
常
に
検
証
し

改
善
し
て
い
く
と
と
も
に
、
社
会
情
勢
や
時
代

の
変
化
な
ど
に
よ
り
不
要
と
な
っ
た
サ
ー
ビ
ス

の
見
直
し
を
図
る
な
ど
、
健
全
な
財
政
運
営
が

図
ら
れ
る
よ
う
努
め
ま
す
。
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　市は、『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』に基づき、毎年度、市の財政状況を明らかにす
るため、４つの『健全化判断比率』と公営企業における『資金不足比率』を市民の皆さんに公表します。
　令和３年度決算では、健全化判断比率は全ての比率において早期健全化基準を下回りました。
　また、資金不足比率についても全ての公営企業において経営健全化基準を下回りました。

　実質赤字比率は、市税や普通交付税
などの収入額に占める一般会計など(登
別市の場合、一般会計に学校給食事業
特別会計を加えたもの)の赤字額の割合
です。

　将来負担比率は、市税や普通交付税などの収入額に占め
る市債残高や退職手当引当金などの市が将来的に負担しな
ければならない額の割合です。

　資金不足比率は、それぞれの公営企業の事業規模に占め
る資金不足額の割合です。

　連結実質赤字比率は、市税や普通交
付税などの収入額に占める全ての会計
の赤字額の割合です。

　実質公債費比率は、市税や普通交付
税などの収入額に占める一般会計等の
公債費や公営企業の市債償還のために
一般会計が負担した額などの合計額の
割合です。

❸ 実質公債費比率…11.4㌫
登別市（11.4㌫） 早期健全化基準（25㌫）

注意エリア 危険
エリア

財政再生基準（35㌫）

早期健全化基準（13.02㌫）登別市（赤字なし）

注意エリア 危険エリア

財政再生基準（20㌫）

登別市（赤字なし） 早期健全化基準（18.02㌫）

注意エリア 危険エリア

財政再生基準（30㌫）

❶ 実質赤字比率…比率なし

❷ 連結実質赤字比率…比率なし

❹ 将来負担比率…55.7㌫

登別市（55.7㌫） 早期健全化基準（350㌫）

注意エリア

経営健全化基準（20㌫）

注意エリア

登別市（簡易水道事業のみ0.2㌫）

　『地方公共団体の財政の健全化に関する
法律（財政健全化法）』で定められている４
つの財政指標で、①実質赤字比率、②連結
実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来
負担比率があります。国では、それぞれに早
期健全化基準と財政再生基準（④について
は、早期健全化基準のみ）を定めており、１
つでも早期健全化基準を上回った団体は、
財政健全化計画を策定し、自主的に財政の
健全化に取り組まなければなりません。
　また、１つでも財政再生基準を上回った団
体は、財政再生計画を策定し、国の監督の下
で財政再建に取り組むことになります。

　財政健全化法で、健全化判断比率ととも
に定められている財政指標で、国が定める
経営健全化基準を上回った公営企業は、経
営健全化計画を策定し、経営改善に取り組
まなければなりません。

昨年度に引き続き、当初予算では財源不足なし

収入 支出

225.7億円

230

220

210

225

215

205
200

225.7億円

財政状況を示す５つの指標

下水道事業会計
　下水道事業は、市が経営する公営企業として、下水道使
用料などの収入で経費を賄うことを基本としながら、雨水
の排水など、公共性の高い事業に係る経費については、一
定のルールに基づき、市税収入などで負担し、経営を行っ
ています。
　下水道管や浄化センターの管理に必要な費用や下水道料
金収入などの収支を表す収益的収支は、１億587万円の黒
字となりました。
　黒字になった分は、国などからの借入金の返済に備える
ための減債積立金に全額を積み立てる予定です。
　雨水管の新設工事に係る費用や既設管のたるみが著しい
汚水管の改良工事に係る費用、若山浄化センターの自家発
電設備更新に伴う建築設備の改築更新に係る費用などの収
支を表す資本的収支は、７億816万円の不足となりました。
　不足額は、収益的収支における減価償却費など、現金の
支出を必要としない経費によって生じる内部留保資金など
により補てんしました。
　令和２年度に更新した『下水道事業経営戦略』では、令
和４年度から令和７年度までの４年間は下水道使用料を改
定しないと判断していますが、今後も人口減少を背景とし
た使用料収入の減少が継続的に見込まれるなど、下水道事
業の経営はより厳しさを増すことが予想されます。こうし
た状況を踏まえ、市は、維持管理経費の縮減や施設の効率
的な整備などを行い、さらなる経営健全化に努めます。

項　　　目 金　　額
収益的収入

7億1,680万円
6億6,192万円
9億9,873万円

0万円

17億1,553万円
営業収益
(内下水道使用料)
営業外収益
特別利益

収益的支出

純利益

13億6,841万円
2億4,076万円

49万円

16億　966万円

1億　587万円

営業費用
営業外費用
特別損失

項　　　目 金　　額
資本的収入

5億2,070万円
3,343万円

1億7,639万円

7億3,052万円
企業債
負担金及び分担金
補助金

資本的支出

不足額

2億1,773万円
12億2,095万円

14億3,868万円

7億　816万円

建設改良費
企業債償還金

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

今
後
の
財
政
見
通
し

　
令
和
４
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
で
は
、

令
和
３
年
度
決
算
見
込
み
に
お
け
る
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
市
税
収
入
へ
の
影

響
が
想
定
し
て
い
た
ほ
ど
大
き
く
な
か
っ
た
こ

と
か
ら
、
前
年
度
よ
り
収
入
を
見
込
む
こ
と
が

で
き
た
ほ
か
、
公
共
施
設
の
廃
止
や
令
和
３
年

度
に
実
施
し
た
ご
み
処
理
手
数
料
の
値
上
げ
な

ど
、
近
年
の
行
財
政
改
革
の
取
り
組
み
の
成
果

な
ど
に
よ
り
、
財
源
不
足
は
発
生
せ
ず
、
２
年

連
続
で
均
衡
予
算
を
編
成
す
る
こ
と
が
で
き
ま

し
た
。

　
し
か
し
、
今
後
も
、
高
齢
化
の
進
展
な
ど
に

よ
る
社
会
保
障
費
の
増
加
に
加
え
、
市
役
所
本

庁
舎
の
建
て
替
え
、
老
朽
化
し
た
公
共
施
設
の

整
備
、
イ
ン
フ
ラ
の
長
寿
命
化
な
ど
、
さ
ま
ざ

ま
な
事
業
が
控
え
て
お
り
、
こ
れ
ら
に
は
多
く

の
お
金
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
一
方
、
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
納
入
し
て
い
た

だ
く
税
金
は
、
人
口
の
減
少
が
進
ん
で
い
る
こ

と
か
ら
、
今
後
大
き
く
増
加
す
る
こ
と
は
見
込

め
ず
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
に
つ

い
て
も
、
国
の
動
向
に
よ
っ
て
は
減
少
す
る
可

能
性
も
あ
り
、
こ
れ
ら
の
影
響
に
よ
り
、
市
を

取
り
巻
く
環
境
は
い
っ
そ
う
厳
し
さ
を
増
す
こ

と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
や
物
価
高
騰
の
情
勢
に
よ
っ
て
は
、
税
金

を
中
心
と
し
た
収
入
が
減
少
す
る
こ
と
が
懸
念

さ
れ
る
ほ
か
、
感
染
症
の
予
防
対
策
や
経
済
対

健全化判断比率とは

資金不足比率とは

❺ 資金不足比率（公営企業）
　 …簡易水道事業のみ0.2㌫、
　 　その他は比率なし

令和4年度当初予算の見込み



策
な
ど
の
さ
ら
な
る
支
出
が
見
込
ま
れ
る
こ
と

と
な
り
、
結
果
と
し
て
財
政
状
況
が
悪
化
す
る

こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
そ
う
し
た
中
に
あ
っ
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
が

必
要
と
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的
に
提
供
し
な

が
ら
、
必
要
性
の
高
い
事
業
に
順
次
取
り
組
ん

で
い
く
た
め
、
事
業
の
効
率
性
を
常
に
検
証
し

改
善
し
て
い
く
と
と
も
に
、
社
会
情
勢
や
時
代

の
変
化
な
ど
に
よ
り
不
要
と
な
っ
た
サ
ー
ビ
ス

の
見
直
し
を
図
る
な
ど
、
健
全
な
財
政
運
営
が

図
ら
れ
る
よ
う
努
め
ま
す
。

82022. 10月号令和３年度登別市の決算状況9 2022. 10月号 令和３年度登別市の決算状況

　市は、『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』に基づき、毎年度、市の財政状況を明らかにす
るため、４つの『健全化判断比率』と公営企業における『資金不足比率』を市民の皆さんに公表します。
　令和３年度決算では、健全化判断比率は全ての比率において早期健全化基準を下回りました。
　また、資金不足比率についても全ての公営企業において経営健全化基準を下回りました。

　実質赤字比率は、市税や普通交付税
などの収入額に占める一般会計など(登
別市の場合、一般会計に学校給食事業
特別会計を加えたもの)の赤字額の割合
です。

　将来負担比率は、市税や普通交付税などの収入額に占め
る市債残高や退職手当引当金などの市が将来的に負担しな
ければならない額の割合です。

　資金不足比率は、それぞれの公営企業の事業規模に占め
る資金不足額の割合です。

　連結実質赤字比率は、市税や普通交
付税などの収入額に占める全ての会計
の赤字額の割合です。

　実質公債費比率は、市税や普通交付
税などの収入額に占める一般会計等の
公債費や公営企業の市債償還のために
一般会計が負担した額などの合計額の
割合です。

❸ 実質公債費比率…11.4㌫
登別市（11.4㌫） 早期健全化基準（25㌫）

注意エリア 危険
エリア

財政再生基準（35㌫）

早期健全化基準（13.02㌫）登別市（赤字なし）

注意エリア 危険エリア

財政再生基準（20㌫）

登別市（赤字なし） 早期健全化基準（18.02㌫）

注意エリア 危険エリア

財政再生基準（30㌫）

❶ 実質赤字比率…比率なし

❷ 連結実質赤字比率…比率なし

❹ 将来負担比率…55.7㌫

登別市（55.7㌫） 早期健全化基準（350㌫）

注意エリア

経営健全化基準（20㌫）

注意エリア

登別市（簡易水道事業のみ0.2㌫）

　『地方公共団体の財政の健全化に関する
法律（財政健全化法）』で定められている４
つの財政指標で、①実質赤字比率、②連結
実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来
負担比率があります。国では、それぞれに早
期健全化基準と財政再生基準（④について
は、早期健全化基準のみ）を定めており、１
つでも早期健全化基準を上回った団体は、
財政健全化計画を策定し、自主的に財政の
健全化に取り組まなければなりません。
　また、１つでも財政再生基準を上回った団
体は、財政再生計画を策定し、国の監督の下
で財政再建に取り組むことになります。

　財政健全化法で、健全化判断比率ととも
に定められている財政指標で、国が定める
経営健全化基準を上回った公営企業は、経
営健全化計画を策定し、経営改善に取り組
まなければなりません。

昨年度に引き続き、当初予算では財源不足なし

収入 支出

225.7億円

230

220

210

225

215

205
200

225.7億円

財政状況を示す５つの指標

下水道事業会計
　下水道事業は、市が経営する公営企業として、下水道使
用料などの収入で経費を賄うことを基本としながら、雨水
の排水など、公共性の高い事業に係る経費については、一
定のルールに基づき、市税収入などで負担し、経営を行っ
ています。
　下水道管や浄化センターの管理に必要な費用や下水道料
金収入などの収支を表す収益的収支は、１億587万円の黒
字となりました。
　黒字になった分は、国などからの借入金の返済に備える
ための減債積立金に全額を積み立てる予定です。
　雨水管の新設工事に係る費用や既設管のたるみが著しい
汚水管の改良工事に係る費用、若山浄化センターの自家発
電設備更新に伴う建築設備の改築更新に係る費用などの収
支を表す資本的収支は、７億816万円の不足となりました。
　不足額は、収益的収支における減価償却費など、現金の
支出を必要としない経費によって生じる内部留保資金など
により補てんしました。
　令和２年度に更新した『下水道事業経営戦略』では、令
和４年度から令和７年度までの４年間は下水道使用料を改
定しないと判断していますが、今後も人口減少を背景とし
た使用料収入の減少が継続的に見込まれるなど、下水道事
業の経営はより厳しさを増すことが予想されます。こうし
た状況を踏まえ、市は、維持管理経費の縮減や施設の効率
的な整備などを行い、さらなる経営健全化に努めます。

項　　　目 金　　額
収益的収入

7億1,680万円
6億6,192万円
9億9,873万円

0万円

17億1,553万円
営業収益
(内下水道使用料)
営業外収益
特別利益

収益的支出

純利益

13億6,841万円
2億4,076万円

49万円

16億　966万円

1億　587万円

営業費用
営業外費用
特別損失
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補助金
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2億1,773万円
12億2,095万円

14億3,868万円

7億　816万円
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❺ 資金不足比率（公営企業）
　 …簡易水道事業のみ0.2㌫、
　 　その他は比率なし

令和4年度当初予算の見込み


